
鳥取市産学官連携地域経済活性化事業補助金交付要綱 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市産学官連携地域経済活性化事業補助金（以下「本補助金」という。）

の交付について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 
（交付目的） 

第２条 本補助金は、市内の中小企業者等の産学連携による取り組みを支援することにより、本

市経済の活性化を図ることを目的として交付する。 
（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
（１）中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する者をいう。 
（２）学術研究機関 鳥取大学、鳥取環境大学、米子工業高等専門学校、鳥取県産業技術センタ

ー及び県内公設研究機関をいう。 
（３）協同組合 法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第７号に規定する者をいう。 
（４）生産者団体 ５名以上の生産者により構成され、組織としての規約を有する団体をいう。 
（補助対象事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、別表第１項に掲

げる事業であって、第１２条に規定する審査会の審査の結果に基づき市長が認めたものとする。

ただし、他の制度により補助金を受けている場合又は受ける予定がある場合は、本補助金の交

付の対象としないものとする。 
２ 補助対象事業の期間は、別表第４項に掲げる期間を上限とする。 
 （補助対象者） 
第５条 本補助金の交付の対象となる者は、市内に住所を有する中小企業者、協同組合、生産者

団体及びその他市長が特に必要と認める団体とする。 
 （補助対象経費） 
第６条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業の

実施に要する経費のうち、別表第１項に掲げる補助対象事業の区分に応じ、同表第５項に掲げ

る経費とする。 
（補助金の額） 

第７条 本補助金は、補助対象経費に別表第２項に掲げる補助率を乗じて得た額（同表第３項に

掲げる額を上限とする。）以内で算定し、予算の範囲内で交付する。ただし、当該額に１，００

０円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てた額とする。 
（交付申請） 

第８条 本補助金の交付を受けようとする者は、市長が別に定める日までに規則第４条に定める

補助金交付申請書（以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 
２ 申請書に添付すべき規則第４条第１号及び第２号に定める書類は、それぞれ鳥取市産学官連

携地域経済活性化事業補助金事業計画書（様式第１号）及び鳥取市産学官連携地域経済活性化

事業補助金収支予算書（様式第２号）によるものとする。 
（承認を要しない変更） 

第９条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、次に掲げるもの以外の変更とする。 
（１）本補助金の増額 
（２）本補助金の２割を超える減額 
（着手届を要しない場合） 

第１０条 規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場合は、同項第１号又は第２号に規定

する補助事業以外のすべての補助事業に係る場合とする。 
（実績報告） 

第１１条 規則第１２条に定める補助事業等実績報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規

定する書類は、それぞれ鳥取市産学官連携地域経済活性化事業補助金事業報告書（様式第３号）

及び鳥取市産学官連携地域経済活性化事業補助金収支決算書（様式第４号）によるものとする。 
（審査会の設置） 



第１２条 本補助金の交付申請に係る内容について審査を行うため、鳥取市産学官連携地域経済

活性化事業補助金交付審査会（以下「審査会」という。）を置く。 
２ 審査会の組織、運営その他の必要な事項は、市長が別に定める。 
（財産の管理） 

第１３条 本補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、本補助金の交付に係る

事業（以下「補助事業」という。）が完了した後も、当該補助事業により取得した機械器具等の

財産を善良な管理者の注意をもって管理するとともに、市長の承認を受けることなく、交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 
（成果の発表） 

第１４条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業の成果について当該補助事業者に発表

を求めることができる。 
（雑則） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 
   附 則 
 この要綱は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則 
 この要綱は、平成２０年５月１３日から施行し、平成２０年度の補助対象事業から適用する。 

附 則 
 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 



別表（第４条、第５条、第６条、第７条関係） 
区分 調査支援型 研究開発支援型 

１ 事業内容 

学術研究機関との共同研究により、新

規性及び独自性があるアイデアを事

業化するために行う事業可能性調査、

基礎的、予備的試験、情報の収集等 

学術研究機関との共同研究により、新規

性及び独自性があり、事業化に向けて行

う、新技術又は新製品の研究開発 
※事前に市場の検証及び基礎的な調査

研究が行われていることが必要 

２  補助率 ２／３ ２／３ 
３  上限額 ６０万円 ２００万円 
４ 事業期間 最長１２か月間 最長２４か月間 

５ 補助対象 
  経費 

⑴ 原材料費 
⑵ ソフトウェア開発費 
⑶ 機器・設備費 
⑷ 委託費 
⑸ 共同研究費 
⑹ 外部指導受入経費 
⑺ その他経費 

⑴ 原材料費 
⑵ ソフトウェア開発費 
⑶ 機器・設備費 
⑷ 減価償却費 
⑸ 委託費（※１） 
⑹ 共同研究費（※１） 
⑺ 直接人件費（※２） 
⑻ 外部指導受入経費 
⑼ 産業財産導入費 
⑽ その他経費 

 
※１ 研究開発支援型において、補助対象経費（５）と（６）の合計額に係る交付決定額の配分

は５０％以内とする。 
※２ 研究開発支援型において、補助対象経費（７）に係る交付決定額の配分は５０％以内とす

る。 
 


